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In Saitama prefecture where the construction of Ken-O expressway has been completed to traverse its region 
over the last decade, the government has been providing new industrial sites to deal with the expected rise in 
demands for logistics facility developments. In this study, by applying spatial analysis, we attempted to examine 
the companies’ preferences on logistics facility locations, as well as reviewing the impact of the government’s 
measures on the distribution of recently located facilities. The results given are as follows. (1)The local 
government’s measures of providing new industrial sites have certain impacts on the distribution of the freight-
related facilities. (2)Freight related companies have different preferences on facility locations according to their 
use-type. For example, facilities used as storage, compared to other types, had strong tendency to be locate in 
Urbanization Control Area. (3)The entire distribution of the recently located facilities tends to cluster around points 
where expressways and large highways networks are clustered, but facilities used for long-distance transportation 
are more likely to not get influenced by the road accessibility than facilities for close-range distribution. 







































































































































上記 2 媒体より，昨年 2019 年の一年間に公開された物

















70,882m2 となっている．平成 25 年時点の東京都市圏にお
ける物流施設の延床は図１に示す通りで，調査対象事業所








































月時点で，36 地区・約 606.7ha の用地整備を支援したと公






































































































図４ 2010 年以前立地密度分布 
 
 







































































国道及び県道のうち 4 車線以上の区間を対象に GIS で描
画し，比較を行った．図８に示す結果より，全体の約 8 割
にあたる施設が主要幹線道から 1.0km の圏内に分布し，特
に幹線道路網が集結交差する地点と分布集中地点が重な
っていることがわかった．このことから，物流関連施設の
多くは，その立地に際して道路交通環境を重視し，特にこ
れら主要交通網の集結する結節点的地点への立地が多く
選択されてきたことが確認できる． 
 
 
図８ 主要幹線道路網と立地分布 
d）区域区分・用途地域 
規制条件との関係を調べるべく区域区分及び用途地域
の設定状況との比較を行った．表５に示す通り，全体の過
半数が市街化調整区域に分布しており，特に図９で示す所
沢市・三芳町を筆頭に，高速道路沿線において市街化調整
区域への立地が確認できた．このことから，新規開設に際
して，企業が所望の立地条件に基づき，開発許可を柔軟に
活用しての立地が進んだことが推察される． 
 
表５ 区域区分・用途地域別立地数 
 
 
 
図９ 所沢市・三芳町周辺の立地状況 
 
（３）クロス集計分析 
新規立地施設について，各立地施設の属性とその立地地
点の場所条件をクロス集計により比較する．GIS の空間検
索の機能を活用し，クロス集計表を作成，集計表より施設
属性と場所条件の両者の関係の強さを調べるため，ここで
は質的データ属性同士の関係を距離関係として可視化す
る手法としてコレスポンデンス分析を用いた． 
両者の関係の強さは，全体として一様な傾向を保ってお
り，ここでは相対的な関係度合いを論じるにとどまるが，
施設属性‐場所条件関係について，分析の結果特に距離が
近く関係が強いと予想される項目を表６，表７に示す． 
 
表６ 比較した施設属性および場所属性の対応 
 
 
 
表７ 関係の強さが確認された項目 
 
 
これより，以下の点が読み取られた． 
（１）施設利用企業の業態と主要幹線道からの距離とを
比較した場合，「荷主」と「主要幹線道 0.5km 圏」，及び
「複数社（複数社による共同利用）」と「主要幹線道から
1.0km 圏外」がそれぞれ近い．（２）施設の保有機能と主
要幹線道からの距離とを比較した場合，「出荷」「配送」
と「主要幹線道 0.5km 圏」，及び「輸送」と「主要幹線道
から 1.0km 圏外」がそれぞれ近い．（３）また，施設の保
有機能と開発規制状況を確認した場合，「輸送」「配送」
「集荷/積替」と「市街化区域」，「出荷」「保管」と「市
街化調整区域」が近い． 
以上の点から，以下の傾向が推察される． 
（１）荷主施設は，交通条件の良好な地点に立地する傾
向が強いことに対し，複数社の共同施設は，交通条件をそ
れほど重視しない立地がとられやすい．（２）長距離の輸
送を行う企業の施設は，その他近距離の配送・出荷を行う
業態の施設と比較して，交通条件に左右されにくい．（３）
運送機能を有する施設ほど市街化区域に，倉庫・物流セン
ター機能を有する施設ほど市街化区域に立地しやすい． 
以上行った施設属性ごとの場所条件との関係度合いの
分析は，集計数が小さい中で，各々の相対的な関係の強さ
を検証することで施設種別ごとの立地選好傾向を調べる
試みである.分析方法や結果の精度については，今後より集
計数の大きなデータを対象にするなどしてさらなる精査
を行うことが必要と考える. 
 
７． まとめ 
本研究では，埼玉県を対象に，近年開設の物流関連施設
について，その立地動向を調べ，実績に基づいて密度分析
及び場所条件との比較分析を行った．得られた結論は下記
のようにまとめられる． 
（１）行政による誘導施策の作用について，2010 年代に
開設された物流関連施設の立地は，新規整備用地を基点に
した分布の集中を示しており，このことから行政の誘導策
が一定の効果を発揮していると捉えられる． 
（２）企業の立地場所選好について，倉庫用途の施設を
中心に市街化調整区域への立地が多く．全体として主要幹
線道路の集結地点への立地が多いが，荷主企業など出荷を
伴う施設ほど幹線道近傍に，長距離運送を行う企業ほど道
路網条件に左右されない立地をとる傾向が伺える． 
以上より，今後も企業ニーズに対して適切な用地提供に
より誘導効果が期待されるが，立地選好の自由度が比較的
高いと予想される長距離運送に特化した企業の施設につ
いては，特に慎重な誘導の必要性が示唆される．また，今
回立地が集中して見られた新規用地周辺・幹線道交差部・
一部市街化調整区域では周辺への影響検証が求められる． 
なお，本研究の成果は，入手可能なデータに基づく机上
の分析としての概観把握にとどまった．今後の課題として，
現実に立地動向分析を誘導の現場で活用するため，自治体
担当者との連携を最重要前提とし，（１）新規に立地した
施設による周辺環境への影響度評価，（２）企業ヒアリン
グ調査に基づく具体的立地選好要因の把握，（３）用地確
保時に企業の具体的立地選好条件・環境保全・災害リスク
の観点から最適解を追求するための適地選定基準の明確
化，が必要であると認識する． 
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